
 

 

 

 

 

 全農協労連  

産別統一闘争を軸に要求実現をめざそう                   

「回答不満」は行動でしめそう！ 

長崎（単）壱岐支部 

長崎（単）壱岐支部の仲間は、この間、職場ブロ

ック毎の年代・男女別による要求づくり・話し合い

を行い、３月６日の春闘勝利総決起集会には 90 名

以上の仲間が参加し、練り上げた要求と実現に向け

た行動をみんなで確認しました。 

３月３日には、宮崎・日向、三重（単）が臨時大

会を開催し、春闘に向けた意思統一を図りました。

また、臨時大会以降も「農業・農協改革」の狙い、

国会の争点である「働き方改革」をはじめ「憲法改

憲」問題での学習会を、福島（単）、関東地本と中央支部（合同開催）、秋田（単）、秋田県支部、

和歌山農労連などが取り組みました。その他、香川県は農機センターの「１年単位の変形労働時間制

導入」提案、宮崎・延岡では「全職員研修・組合員一斉訪問に伴う休日労働」について課題の共有化

を図り、対策を協議するため執行委員会・代表者会議を開催し奮闘しています。また、近畿地本の仲

間は、「農業・農協改革」問題を柱に近畿農政局への要請交渉を行いました。  

◆第２波統一行動＜ゾーン＞：３月19日(月)～３月23日(金) 

この週、必ず団体交渉を設定し、定期昇給の完全実施（率・平均額など確認）、ベースアップの

回答引き出し・上積み、諸要求の前進をめざします。納得のいかない回答や不誠実な対応に対して

は、全体抗議集会の開催、執行部・闘争委員を中心とした職場オルグなどたたかいを職場・仲間に

広げるなど、具体的な行動に取り組みます。 
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全農協労連は、２月16日の臨時大会終了後に、春闘のスタート行動として「春の産別

中央行動」を実施し、統一要求提出日３月７日(水)、回答指定日３月14日(水)、第一波統

一行動日３月15日(木)を軸に、要求実現にむけて多くの単組が、臨時大会・総決起集会を

開き、賃金の引き上げ・底上げ、働くルールの確立、職場環境の改善などをめざす要求を

掲げ、その実現をめざし奮闘しています。 



※ＴＰＰ１１批准阻止に向けた「第２波統一行動ゾーン・運動の具体化」 

全国食健連の提起を踏まえ「春のグリーンウェーブ行動」を重視し、「ＴＰＰ11（CPTPP）協定を

批准しないことを求める請願」（団体・個人署名の２種類）を大いに広げましょう。そして、３月

30日に開催する「３・30中央行動（全国食健連主催）」に、全国のたたかいや運動の成果を持ち寄

りましょう。 

抗議声明『ＴＰＰ11の「署名調印」に断固抗議し、国会批准を阻止するまでたたかう』を、執行

委員会や予定される集会などで読み合わせも行い、たたかいに向けた意思統一を図りましょう。 

◆第３波統一行動＜ゾーン＞：４月２日(月)～４月６日(金) 

５月連休前の決着に向けた山場として位置づけます。仲間の結集を力に要求の前進をめざし、ス

トライキをはじめ時間内外の集会などを配置するようにします。 

安倍政権による「農業・農協改革」をはじめ、農協系統中央による「自己改革」など、各地・各農協で 

進み具合や表れ方に違いがあっても、全国共通の課題で

す、たたかいを全国のなかまと共有しよう。 

戸別所得補償制度の復活を求め署名提出 

 春の産別中央行動では、最初に衆議院第１議員会館内で、

「農業者戸別所得補償制度の復活を求める請願」の署名提

出行動・院内集会を実施しました。今集会では約１万２千

名分を提出。４月から直接支払交付金が廃止されるという

なかで正念場の課題で

す。集会に先立ち、衆参

の農林水産委員に、紹介議員の要請をおこないました。 

当日は、共産党から紙智子参議院議員、立憲民主党から大河原雅子衆

議院議員、希望の党から佐藤公治衆議院議員が駆けつけそれぞれ挨拶を

頂き、署名を手渡しました。 

参加者からは、「佐渡で野生のトキの生存率が高いのは、生物多様性

農業・環境保全型農業でエサを確保できているからだ。安倍さんが言う

『強い農業』ではなく、『根強い農業』を求めている」（新潟）、「水田を

宅地などに転換するなかで水害が多く発生している。水を治めなければ

国は治められない。地域の伝統や文化も水田農業に根ざしている」（和

歌山）、「交付金廃止で一番影響を受けるのは、国の政策に従って大規模

化した生産者だ。減反廃止などでどう作ればよいのか不安だ。その不安

に応えるのが所得補償制度だ」（秋田）など、制度復活を求めて訴えました。 

安倍９条改憲・労働法制改悪ＮＯ！ 

賃上げと安定雇用で地域活性化！ 

 


